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タイ トル :グループホームにおける終末期ケアの取 り組み状況と課題

―看護師の雇用の有無による比較 と

要約

認知症対応型共同生活介護 (以下グループホーム)での終末期ケア実施にむけた体制ヘ

の示唆を得る目的で、全国のグループホーム 9785施設より無作為に 4886施設を抽出して

質問紙調査を行い、1174施設から回答が得られた (回収率 24.02%)。 看護師雇用のある施

設群 (n=487)と看護師雇用のなぃ施設群 (n=687)の 2群間の比較には t検定、χ
2検定お

よび Mann‐Whiney U検定を用いた。終末期ケアの取り組み状況の比較では、看護師雇

用施設群のほうが、終末期ケア経験、地域医療連携加算取得、看取 り介護加算取得、終末

期ケア指針の策定で有意に実施割合が高かつた (p<0,01)。 終末期ケアの課題・困難の程

度は、「医療の知識・技術が不足」、「看護・介護の連携が困難」、「終末期ケア指針の策定が

困難」の項目で看護師雇用施設群のほうが低かった (p<0,01)。

グループホームでの終末期ケア実施には、それぞれの施設の経験を熟知している看護師

の存在が重要であると示唆された。

Key Word:グループホーム 終末期ケア 認如症高齢者



1.は じめに

介護保険施設の利用高齢者の介護度は重度化 し,医療依存度も高くなる傾向にある。

認知症対応型共同生活介護 (以下グループホーム)が開設されるようになつた当初の日

的では、少人数の家庭的な環境の中でよりきめ細やかなケアを提供 し、認知機能の低下

を遅らせるとともに認知症高齢者の残存機能を生かし社会生活を維持することであつ

た。しかしながら、認知症高齢者の在宅復帰の困難さと、入退所に伴 う環境の変化が与

える影響もあいまって利用期間の長期化がグループホームでも余儀なくされている。そ

のような背景を受けて、グループホームにおいても終末期ケアのニー ドは高まってきて

いる。長谷川ら
1)の

調査では入居者の家族に対して行つた「どこで最期を迎えたいか」

の問いに対して、44.1%の 家族がグループホームでの看取 りを望んでいると回答 してい

たと報告 している。しかしその一方、グループホームで終末期ケアの提供を実施 してい

る施設は看護師雇用の施設が多く、看護師雇用のない施設は訪問看護等の利用が一つの

方法として考えられるとの報告もみられる2)。
我々の先行研究

3)においても終末期ケア

提供にあたり、施設が課題・困難 とあげている内容に看護師の確保が難 しく、それによ

り終末期ケアに必要な医療の提供が困難であり、訪問看護の利用にも介護保険での利用

には制限がある等の困難を挙げていた。2006年の改正介護保険の施行により、「看取 り

介護加算」が新たに算定されるようになり、介護保険施設での終末期ケアに対する経済

的な裏付けがなされるようになつた。しかし、その算定要件 として看護の管理者を置く

ことと定められてお り、看護師雇用の定められていないグループホームでの「看取 り介

護力日算」の取得は困難な状況であつた。そのような背景を受けて、グループホームでの

終末期ケアの提供を見据え、24時間体制で看護師の対応を確保することができる体制

をとることを条件に地域医療連携加算があらたに算定されるようになつた。また、2009

年にはさらなる改定でグループホームにおいても新たに「看取 り介護加算」の取得が可

能となつている。このような介護保険制度上の整備は整えられつつあるが、実際に看護

師雇用のある施設 とそうでない施設において、終末期ケアの提供の状況に違いがあるの

かといつた報告はまだみられていない。グループホームにおける終末期ケアの実施はそ

れぞれの施設の職員配置等の影響を受け、終末期ケア提供の状況や課題 。困難もさまざ

まであると考えられる。したがつて、今回看護師雇用の有無により、終末期ケアの提供

状況と課題・困難に違いがあるかを検討 し、グループホームにおける終末期ケアの実施

を目指 した施設の体制づくりを検討する。

2.研究 目的

グループホームにおける終末期ケア実施を目指 した体制づくりへの示唆を得る目的

で、看護師雇用の有無に着 目し、終末期ケアの取 り組み状況と終末期ケア提供に際して

施設が抱えている課題・困難の程度について比較する。

3.研究方法

1)調査方法

質問紙調査による調査をおこなった。姑象は 2009年 7月 の時点で、独立行政法人福

祉医療機構の運営するワムネットの介護事業者情報に登録 されたグループホームの う



ち、施設名および住所の確認できた全国の 9785施設より、無作為に 4886施設を抽出

し質問紙を送付 した。回答は、終末期における入居者の生活支援を生活面、医療面全体

にわたり把握することが可能な立場にあるものとして、看護師の雇用がある場合は看護

師に、また看護師の雇用のない場合は施設の管理者もしくは介護の責任者に回答を求め

た。

2)データ収集期間:2009年 8月 25日 ～9月 30日 の間とし、郵送留置き法で回収 した。

3)調査内容 :施設の概要として、経営母体(設立年数、併設施設の有無とその種類、

入居定員、現入居者数、要介護度別の入居者数、職種別の職員数をたずねた。

終末期ケアの取り組み状況として、過去 1年間の退所者数とそのうちの終末期ケアの

対象となつた退所者数、終末期ケア経験の有無、終末期ケア指針の策定の有無、地域医

療連携加算取得の有無と看取り介護加算の取得の有無、今後の終末期ケアの取り組みの

有無について、該当するものひとつを選択する方法でたずねた。

また、先行研究
4)で

明らかになつた終末期ケア提供における課題・困難の 22項 目に

ついて、その程度についてそれぞれに「1.と てもそう思う」、「2.ややそう思う」、「3.ど

ちらかというとそう思わない」、「4.全 くそう思わない」の 4段階のリッカー トスケール

でたずねた。

4.倫理的配慮

研究協力者と所属施設に対 し、個人や施設の匿名性の厳守、研究協力の自由、研究協

力の有無による不利益はないこと、職務評価 との独立性、研究結果の公表に際し個人や

施設が特定されない処理を行 うこと、得 られたデータの厳重管理を厳守することを保証

した。長野県看護大学倫理委員会の承認を得て (承認番号♯13)実施 した。

5。デー タ分析方法

対象の施設の概要と終末期ケアの取 り組みの状況については、施設の設立主体、併設

施設の有無とその種類、入居定員と現入居者教、要介護度別の入居者数、職種別職員数、

過去 1年間の退所者数 とそのうちの終末期ケア対象となつた人数、現在の終末期ケアの

取 り組みの有無について、項 目ごとに記述統計量を算出した。

職種別職員数における看護師の欄に記入のあつた 487施設を看護師雇用のある施設

群、その他の 687施設を看護師雇用のない施設群とした。これら 2群間の施設の概要

を比較するために、入居定員の平均値ならびに平均要介護度についてはt検定を行つた。

また、施設の経営母体の構成割合と併設施設の有無の比較については、χ2検定を行つ

た。看護師の雇用の有無の 2群間における終末期ケアの取り組みの状況を比較するため

に、終末期ケア経験の有無、終末期ケア指針の策定の有無、地域医療連携加算取得の有

無、看取 り介護力日算取得の有無、今後の終末期ケアの取 り組みの有無についてはχ2検

定を行い、終末期ケアの課題・困難の程度の違いを比較する目的で、Mann‐ Whtney
U検定を用いた。 有意水準は 5%未満 とし、統計解析には SPSS15,0」 for WINDOWSを

用いた。
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6.結果



1)対象施設の概要

■74施設から回答が得 られた (回収率 24.0%)。 対象となつた施設の概要を表 1に示

す。施設入居定員の平均は 14.0± 28.1人で、入居者の平均要介護度は 2.68± 0.5で あ

った。また、経営母体別にみた施設の割合は、株式会社・有限会社が 576施設 (49,1%)

と最も多く、次いで社会福祉法人が 205施設 (25。 1%)、 医療法人が 213施設 (18.1%)、

NPO法人 72施設 (6。 1%)、 社団法人・財団法人 ■施設 (0。 9%)、 その他として 7施設

(0.6%)で あった。併設施設を有する施設は全体で 1065施設 (90,7%)であり、併設

施設を有さない施設が 109施設 (9,3%)であった。併設施設の種類 (複数回答可)と
してはデイサービスを有する施設が 444施設 (37.8%)で最も多かった。次いでその他

と回答した 372施設 (31.7%)、 介護老人福祉施設を有すると回答 した施設が 175施設

(14.3%)、 訪問介護 195施設 (16.6%)、 病院または診療所を有する施設が 109施設

(9,3%)、 介護老人保健施設 (8.2%)であった。

看護師の雇用の有無では、看護師の雇用のある施設は 487施設 (41.5%)、 看護師の

雇用のない施設は 687施設 (58.5%)で あった。

2)対象施設の終末期ケアの取 り組み状況

対象施設の過去一年間の退所者数は 3224名 で、そのうち終末期ケアの対象となつた

退所者の人数は 778人 (24.1%)で あつた。終末期ケアの経験の有無をたずねたところ、

終末期ケアの経験があると回答 した施設は 607施設 (51,7%)、 経験がないと回答 した

施設は 541施設 (46.1%)であつた。また、地域医療連携加算取得の有無をたずねたと

ころ、714施設 (60,8%)が取得 していると回答 し、440施設 (37.5%)が取得してい

ないと回答 した。看取 り介護加算の取得の有無については、312施設 (26.6%)が取得

していると回答 し、862施設 (73.4%)が取得 していないと回答 した。今後の終末期ケ

アに対する施設の取 り組み予定についてたずねたところ、今後「取 り組みたい」と回答

した施設は 701施設 (59.7%)、 「考えていない」と回答 した施設が 159施設 (13.5%)、

「方針が決まっておらず、検討中」と回答 した施設が 274施設 (23.3%)であった (表

2)。

3)看護師雇用の有無別にみた施設の概要

看護師の雇用の有無別に施設の概要の違いについて検定を行つた結果を表 3に示す。

入居定員の平均は、看護師の雇用のある施設群で 14.69± 5。 61人、看護師雇用のない

施設群で 14.03± 5.58人 と、看護師雇用のある施設群のほうが有意に高かつた (P<0.05、

t値 =1。 99)。 一方、平均要介護度は、看護師の雇用のある施設群が 2.69± 0.54、 看護

師の雇用のない施設群で 2.68± 0,49で 2群間に有意差は見られなかつた。

経営母体別の施設の割合についてχ2検定を行つた結果、2群間で差は見られなかつ

た。看護師の雇用のある施設群、看護師の雇用のない施設群 ともに、経営母体としては

株式会社・有限会社が最も多く (看護師雇用のある施設群 52.4%、 看護師の雇用のな

い施設群 46。 7%)、 次いで社会福祉法人 (看護師の雇用のある施設群 22.0%、 看護師の

雇用のない施設群 27.4%)、 医療法人 (看護師雇用のある施設群 16.8%、 看護師の雇用

のない施設群 19。 1%)、 NPO法人 (看護師の雇用のある施設群 6.8%、 看護師の雇用の
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ない施設群 5.7%)、 社団法人 。財団法人 (看護師の雇用のある施設群 1.2%、 看護師の

雇用のない施設群 0,7%)、 その他 (看護師の雇用のある施設群 0.8%、 看護師の雇用の

ない施設群 0.4%)の順であつた。

併設施設の有無では、介護老人保健施設の有無のみで有意差がみられた。介護老人保

健施設では、看護師の雇用のある施設群は 31施設 (6.4%)が、看護師の雇用のない施

設群では 65施設 (9.5%)がありと回答 し、看護師の雇用のない施設群のほうが併設施

設として介護老人保健施設を有する施設の割合が高かつた (P<0,05、 χ
2値 =3.64)。

それ以外の介護老人福祉施設、デイサービス、訪問看護ステーション、訪問介護、病院

または診療所、その他についてはいずれも併設施設 として有する施設の割合に差は見ら

れなかつた。

4)看護師雇用の有無別にみた終末期ケアの課題 。困難の程度の違い

グループホームにおける終末期ケアの課題・困難 22項 目について、4段階のリッカ

ー トスケールでたずねた。22項 目の内容は「看取 りの環境を提供 しにくい」、「職員が

少なく終末期ケアの提供が困難」、「看護師の確保が困難」、「介護保険の利用に限度があ

る」、「必要な医療の提供が困難」、「急変時の対応が困難」、「終末期に必要な医療の知識・

技術が不足」、「医師との連携が困難」、「介護・看護の連携が困難」、「職員間での情報共

有やケアの方針の統一が困難」、「入居者の精神的ケアが困難」、「入居者の健康管理が困

難」、「入居者の意思確認が困難」、「家族へのインフォーム ドコンセン トが困難」、「家族

と入居者の希望の調整が困難」、「家族への精神的ケアが困難」、「家族への知識・技術の

提供が困難」、「他の入居者への気兼ねがある」、「他の入居者へのケアが十分にできなく

なる」、「終末期ケア指針の策定が困難」、「終末期ケアの研修の開催が困難」、「職員の看

取 りに対する不安が大きい」であつた。これら項目によつて得られたそれぞれの終末期

ケアの課題・困難の程度を看護師の雇用の有無別に比較 した。

有意差のみられた項目について、検定結果を表 4に示す。 有意差のみられた項目は、

「看護師の確保が困難」、「終末期に必要な医療の知識 。技術が不足」、「介護・看護の連

携が困難」、「終末期ケア指針の策定が困難」の 4項 目で看護師の雇用がある施設群で有

意に困難の程度が低かつた (P<0.01)、 また 、「入居者の健康管理が困難」、「職員が少な

く終末期ケアの提供が困難」の 2項 目でも看護師雇用のある施設群のほうが有意に困難

の程度が低かつた (P<0.05)。

5)看護師の雇用の有無別にみた終末期ケアの取 り組み状況の違い

看護師の雇用の有無別に終末期ケア経験の有無ならびに終末期ケア指針の策定の有

無、地域医療連携力日算の取得の有無と看取 り介護加算取得の有無、終末期ケアの今後の

取 り組み予定について、χ
2乗

検定により比較 した (表 5)。

終末期ケアの経験の有無では、看護師の雇用のある施設群において、終末期ケア経験

について「あり」と回答した施設は 282施設 (59.7%)で 、終末期ケア経験について「な

し」と回答 した施設は 190施設 (40.3%)であった。一方看護師の雇用のない施設群で

は終末期ケア経験が 「あり」と回答 した施設は 325施設 (48,1%)で、終末期ケア経験

を「なし」と回答 した施設は 351施設 (51,9%)であつた。看護師の雇用のある施設群
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のほうが看護師雇用のない施設群と比較 して、終末期ケア経験を有する割合が有意に高

かつた (P<0.01、 χ
2値

=15。 18)。 また、終末期ケア指針の策定の有無については、看

護師雇用のある施設群で「あり」と回答した施設が 275施設 (57.9%)、 「なし」と回答

したのは 200施設 (42.1%)であつた。これに対して看護師の雇用のない施設群では終

末期ケア指針の策定の有無について「あり」と回答 した施設が 269施設 (40,7%)で、

「なし」と回答した施設が 392施設 (59。 3%)であった。 したがって看護師の雇用のあ

る施設群のほうが、そうでない施設群と比較 して、終末期ケア指針の策定の有無を「あ

り」と回答した施設の割合が有意に高かうた (P<0.01、 χ
2値

=32.76)。 地域医療連携

加算の取得の有無については、看護師雇用施設群において、「あり」と回答 した施設が

389施設 (81.5%)1こ対 し、看護師雇用のない施設群では「あり」と回答 した施設が 325

施設 (48.0%)と 、看護師雇用施設群のほうが有意に地域医療連携加算の取得 している

施設の割合が高かつた (P<0.01、 χ
2値

=133.48)。 看取 り介護加算の取得の有無では、

看護師雇用施設群で「あり」と回答 した施設は 164施設 (33.7%)、 「なし」と回答 した

施設は 323施設 (66,3%)、 一方看護師雇用のない施設群においては、「あり」と回答 し

た施設は 148施設 (21.5%)、 「なし」と回答 した施設は 539施設 (78.5%)であった。看

護師雇用施設のほうが有意に看取 り介護加算を取得 している施設の割合が高かつた (P

<0.01、 χ
2値

=21.49))。 さらに、終末期ケアの今後の取 り組み予定について、今後施

設 として取 り組みたいと考えているかの有無をたずねたところ、看護師の雇用のある施

設群では「あり」と回答 した施設は 333施設 (71.9%)で、「なし」と回答 した施設が

130施設 (28。 1%)で あつた。看護師の雇用のない施設群では、「あり」と回答 した施設

が 368施設 (54.8%)、 「なし」と回答 した施設が 303施設 (45。 2%)であつた。看護師の

雇用のある施設群のほうが、今後の終末期ケアの取 り組み予定があると回答 した施設の

割合が有意に高かつた (P<0.01、 χ
2値 =33.85)。

7.考察

1)対象施設の特徴について

施設入居定員の平均は 14.0± 28。 1人で、大体の施設が 1か ら2ユニットで構成され

ていることが うかがえる。入居者の平均要介護度は 2.68± 0.5であった。これら数値は、

公営法人 日本認知症グループホーム協会が行つた調査 5)では、施設入居定員の平均は

14.1人 という報告であり、入居者の平均要介護度は 2.7で あることから、近似値と考

えられる。経営母体別にみた施設の割合においても、構成割合は、社会福祉法人が 24.8%、

医療法人が 24.4%、 NPO法人 6.5%、 株式会社 19.8%、 有限会社 22.8%と いう構成害J合で

あつた。本研究では株式会社・有限会社をひとつの法人格 として扱ったため、576施設

(49。 1%)と最も多く、次いで社会福祉法人が 295施設 (25,1%)、 医療法人が 213施

設 (18,1%)、 NPO法人 72施設 (6.1%)、 社団法人 。財団法人 11施設 (0,9%)、 その

他 として 7施設 (0.6%)であった。

看護師の雇用ありと回答 した施設は全体の 41.5%であった。2006年に全国グループホ

ーム協会の行つた調査結果
6)で

も看護師 (准看護師は除く)の配置 している施設は全

体の 45,0%と 報告されている。

これらのことより、今回対象となつた施設は、全国のグループホームの概要と近似 し
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た集団であると言える。

2)終末期ケアの取 り組み状況について

対象施設全体での過去一年間の退去者数は 3224名 であつた。このうち終末期ケア対

象となって退所 した認知症高齢者の数は 774名 で、この数値は 1施設あたり年間で退所

する高齢者が約 3名 いるということである。また、年間の退所者の 24.0%が終末期ケ

アの対象となるということである。加えて、施設の終末期経験の有無をたずねたところ、

51.7%の施設が「あり」と回答 していた。したがって、約半数の施設では、終末期ケア

の対象となり退所する入居者が 1名 いるという現状から、グループホームでの終末期ケ

ア経験の有無の割合が高くなつていることが理解できる。日本認知症グループホーム協

会の報告
7)においても、年間の退所者のうち死亡を理由とする退去者は全体の 2害J程

度であり、そのうちの 1割程度はグループホームでの看取りであつたとの報告にもある

ように、終末期ケアニー ドの高さがうかがえるといえる。

地域医療連携力日算取得については、約 6割の施設が取得ありと回答 していたが、看取

り介護加算取得の有無については 26.6%程度の取得率であつた。 日本認知症グループ

ホ▼ム協会
8)では、地域医療連携力日算取得の割合は、70.6%と 高率であつたと報告 し

ている。このことは、グループホームにおいて医療提供に関するニー ドが高いというこ

とを示すと考えられる。グループホームにおいても、入居高齢者の利用期間の長期化に

伴い、医療依存度は高くなり要介護度も重度化する。このような高齢者の日常生活を支

援するうえでも、医療の提供ニー ドは高くなりおのずと医療機関との連携体制をとるこ

とが背景にあると考えられる。

3)看護師雇用の有無別にみた施設の概要について

看護師雇用の有無別に施設の概要として、入居定員の平均と平均要介護度、経営母体

の構成割合と併設施設の有無の割合について比較 したところ、入居定員の平均と介護老

人保健施設を併設施設として有する施設の割合のみ有意差がみられ、それ以外での差は

見られなからた。このことから、看護師雇用施設のほうが施設規模 として若干大きいな

が ら、この両群において、グループホームの入居者の重症度、経営母体や併設施設の状

況については、ほぼ同じような性質を持つ施設群であつたと判断できる。また、これら

の結果は今回の対象施設全体の施設概要の結果ともほぼ近似値であり、両群とも対象施

全体の性質にそれぞれ近似 した施設群と判断できる。

4)看護師雇用の有無別にみた終末期ケアの課題・困難の程度について

看護師雇用の有無別に 2群間における終末期ケアの課題・困難と終末期ケアの取 り組

み状況をみた。

看護師の確保では、看護師を雇用することの困難があげられる。先行研究
9)におい

ても、看護師の確保が困難という内容は、看護師雇用のない施設からあげられた。また、

Nagatal° )も グループホームの管理者を対象 とした研究報告の中で、人材の確保の困難

を述べその背景に賃金の低さを指摘 している。そのため、看護師の雇用のない施設にお

いても、看護師の雇用について検討 していても雇用できないという現状も背景にあると
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考えられ、今後詳細に看護師雇用についての施設の現状を調査する必要もあると考えら

れる。

終末期に必要な医療の知識・技術が不足、介護 。看護の連携が困難という項 目につい

ては、看護師の施設での存在は大きいと考える。終末期に必要とされる医療では、吸引

や点滴、浣腸、など、日常生活行為の中でも必要となつてくる医療行為が中心となる。

しかし、医療行為については、介護職の実施は法律で禁止されてお り、看護師による実

施が求められる。そのために訪問看護師を頼 り、その都度状況を説明し医療行為を実施

してもらうといった現状を考慮すると、常時そこにいて入居者の状況を十分に把握 して

いる看護師の存在は大きいと考える。

更に常時入居者の状況を十分に把握 している看護師の存在意義として、入居者の健康

管理があげられる。先行研究
H)では、グループホームでの終末期ケア提供に求められ

る看護師の役割として、「健康管理を行 う」ことが看護に期待される役割 として明らか

になつている。これは日常生活の中で入居者の体調を把握 し、変化を介護職へ伝えると

い う役割を期待 したものとして表現されていた。このことから、単に医療的処置を常時

確保するために外部の看護資源を利用するというよりは、日常生活の中にあつて、入居

者の状態に応 じて、その時々の判断を下しケアの方向性を示すといつた役割が期待され

るものである。したがつて、看護師が施設に雇用され常時いることで、入居者の健康管

理に関する困難の程度は、看護師のいない施設 と比較すると低かつたのではないかと考

える。

終末期ケアの課題・困難については、「看護師の確保が困難」、「終末期に必要な医療

の知識・技術が不足」、「介護・看護の連携が困難」、「終末期ケア指針の策定が困難」の

項目で有意に看護師雇用施設群のほうが課題・困難の程度が低かつた。また、「入居者

の健康管理が困難」、「職員が少なく終末期ケアの提供が困難」についても有意差がみら

れ、看護師雇用施設のほうが課題・困難の程度が低かつた。また、終末期ケア指針の策

定状況についても看護師雇用のない施設群 と比較 し、策定している施設の割合が有意に

高かった。

終末期ケア指針の策定とは、施設が終末期ケアを提供するにあた り、入居者の状況に

応 じてケア提供するための施設としての一定の基準やケアの道筋すなわちガイ ドライ

ンを示すものといえる。これについては、厚生労働省からも大まかなガイ ドラインとし

ての指針が示されているが、個別性の高いケア提供現場であるグループホームにおいて、

個々の入居者に応 じた対応を行 うためには、独 自のガイ ドラインを定めておくことも必

要であると考える。そのためには、入居者が終末期ケア提供の対象となるかを見極め、

その都度状態を判断しながらケアの方向性を指針に沿つて見定める能力が求められる。

医療職である看護師は、そのような入居者のアセスメン トとケアにおける専門職であり、

入居者の日頃の生活状況を熟知 しているからこそ医療面でのアセスメン トも可能にな

る。したがって、訪問看護等で医療連携体制をとっている施設であつても、終末期ケア

の指針を策定するには、看護師にその役割を期待することは困難であるため、指針の策

定に対する困難の程度も高くなつていたのではないかと推察する。

5)看護師雇用の有無別にみた終末期ケア提供の状況の違いについて
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看護師雇用の有無別に終末期ケアの取 り組み状況をみたところ、終末期ケア経験の有

無、終末期ケア指針の策定の有無、地域医療連携加算取得の有無、看取 り介護加算取得

の有無、終末期ケアの今後の取 り組みの予定で有意に看護師雇用のある施設群のほうが、

「あり」と回答した施設の割合が高かつた。このことは、前述の終末期ケアの課題・困

難の程度の違いからも推察できる結果といえる。

終末期ケアの課題・困難で有意差のみられた項目は、入居者への医療 。健康面での課

題が中心であった。したがって看護師の雇用のある施設群のほうが、これら課題への看

護師の対応の機会がそうでない施設より得られることで、終末期ケア提供に際する困難

の程度も低くなり、終末期ケアの提供につながつていたのではないか。

しかしながら、看取 り介護力日算の取得については、看護師雇用のある施設群のほうが

有意に取得する施設の割合が高かつたとはいえ、33.7%に とどまっている。また、今回

の対象施設全体の結果としても 26.6%と 低い数値であつた。これについては、今後取

得率の低さが、算定要件を満たさないことによる取得困難によるものか、他に施設の方

針として取得に対 して消極的であるのかを詳細に調査 していくことも必要である。

3.研究の限界 と今後の課題

今回の調査において、グループホームにおける終末期ケアの提供状況と終末期ケアの

課題・困難の程度を看護師の雇用の有無別に比較することで、入居者の医療・健康面の

課題において違いがみられたこと、終末期ケアの実施においても違いが明らかになった。

特に、終末期ケア提供を見据えた地域医療連携加算の制定後における、グループホーム

での終末期ケア提供の状況を看護師雇用の有無別に比較できたことは重要な結果であ

った。また、今回比較 した看護師雇用の有無による 2群において施設の概要に大きな違

いがみられなかつたことからも、看護師の雇用の有無による違いとして明確になったと

いえる。

今後は、終末期ケア提供において施設雇用看護師の役割と医療連携においてかかわつ

ている看護師の役割の違いの詳細を明らかにしていく必要がある。また、看取 り介護加

算取得について、取得率の低さの背景にある施設の状況を明らかにしていくことも重要

であると考える。

9.結論

グループホームにおける看護師雇用の有無に着目し、2群間における終末期ケアの取

り組み状況と終末期ケアの課題・困難の程度を比較 したところ、以下のことが明らかと

なつた。

1.看護師雇用のある施設群の終末期ケアの課題・困難では、「看護師の確保が困難」、
「終末期に必要な医療の知識・技術が不足」、「介護・看護の連携が困難」、「終末期ケ

ア指針の策定が困難」、「入居者の健康管理が困難」、「職員が少なく終末期ケアの提供

が困難」の 6項 目において、看護師雇用のない施設群 と比較 して困難の程度が低かつ

た。

2.看護師雇用の有無で分けた 2群間の終末期ケアの取 り組み状況の比較では、看護師

雇用のある施設群のほうが、終末期ケア経験の有無、終末期ケア指針策定の有無、地
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域医療連携加算取得の有無、看取 り介護加算取得の有無、終末期ケアの今後の取 り組

み予定の有無において、有意に実施する施設の割合が高かった。

これら結果より、グループホームにおける終末期ケア提供に向けた施設の体制を考え

るうえで、施設に常時いて入居者の状態を詳細に把握することが可能な看護師の存在

が重要であるということが示唆された。
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表1.対象施設の概要

入居定員

平均要介護度

経営母体

社会福祉法人

医療法人

株式会社口有限会社
NPO法人

社団法人・財団法人

その他

併設施設

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

デイサービス

訪問看護ステーション

訪問介護

病院または診療所

その他

看護師雇用の有無

平均値日標準偏差

n=1174

14.06」L28.07

2.68」LO.51

度数 (%)

(人 )

(度 )

295(25.1)
213(18.1)
576 (49。 1)

72 (6.1)

11 (0,9)

7 (0.6)

あり

度数 (%)

なし

度数 (%)

175 (14.9)

96 (3.2)

444 (37.8)

86 (7.3)

195 (16.6)

141 (12.0)

372 (31.7)

487(41.5)

(85.1)

(91.8)

(62.2)

(92.7)

(33.4)

(88.0)

(86.3)

(58.5)

999

1078

730

1088

979

1033

802

687



表2.対象施設の終末期ケアの取り組み状況

項 目

終末期ケア経験の有無

地域医療連携加算取得の有無
(未回答20を除く)

看取り介護加算取得の有無

終末期ケア指針の策定の有無 (未回答の38を除く)

終末期ケアに対する今後の取り組み予定

取り組みたい

考えていない

方針が決まつておらず検討中

未回答

過去一年間の退所者数

過去一年間の退所者のうち終末期ケア対象となったノ

あり

度数 (%)

607(51.7)

7・14(60.8)

312(26.6)

544(47.9)

n=1174

なし

度数 (%)

541(46.1)

440(37.5)

862(73.4)

592(52.1)

｀
度数 (%)

701(59.7)

159(13.5)

274(23,3)

40(4.5)

3224(人 )

778(人 )



表3.看護師雇用の有無別にみた施設の概要 n=1174

項 目
看護師の雇用のある施設群

n=487
看護師の雇用のない施設群

n=687 検定結果

平均値口標準偏差 平均値日標準偏差 t値  有意確率

入居定員

平均要介護度

14.69± 5.61(人 )

2.69± 0.54(度 )

14.03± 5.58(人 )

2.68± 0.49(度 )

1.99

0.43

**

n.s.

度数 (%) 度数 (%) χ
2検

定結舅有意確率

経営母体
社会福祉法人

医療法人

株式会社 B有限会社

NPO法人

社団法人・財団法人

その他

107 (22.0)

82 (16.8)

255 (52.4)

33 (6.3)

6 (1.2)

4  (0.8)

188 (27.4)

131(19.1)

321 (46.7)

39  (5.7)

5  (0.7)

3 (0.4)

7.96     n.s.

併設施設

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

デイサービス

訪問看護ステーション

訪問介護

病院または診療所

あり

度数 (%)

なし

度数 (%)

あり

度数 (%)

なし

度数 (%)
χ

2検
定結昇有意確率

175 (14.9)

31 (6.4)

444 (37.3)

86 (7.3)

195 (16.6)

141 (12.0)

175 (14.9)

65 (9.5)

444 (37.3)

86 (7.3)

195 (16,6)

141 (12.0)

(35.1)

(90.5)

(62.2)

(92.7)

(83.4)

(88.0)

Ｓ

＊

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

ｎ
．

＊

ｎ
．

ｎ
．

ｎ
．

ｎ
ｉ

ｎ
．

９９９
４５６
７３０
‐０８８
囲
‐０３３
８０２

85。 1)

93.6)

62.2)

92.7)

83.4)

88,0)

999

622

730

1088

979

1033

802

2.546

3.64

2.09

2.30

0.00

0.40

7.62の 372 31.7 (86.3) 372 86.3

**:P<(0.05



表4.看護師雇用の有無別にみた終末期ケアの課題口困難の程度の違い       n=1174

検定結果
項 目

Mann―Whhney U値    有意確率

看護師の確保が困難

終末期に必要な医療の知識・技術が不足

介護・看護の連携が困難

終末期ケア指針の策定が困難

入居者の健康管理が困難

職員が少なく終末期ケアの提供が困難

116202.50

145868.50

135737.50、

143897.50

153593.00

151600.50

器

器

糾

器

料

料
***:P<0.01,  **:P<0.05



表5.看護師の雇用の有無別 末期ケアの取り組み状況

看護師の雇用のある施設群
n=487

看護師の雇用のない施設群
n=687

検定結果

終末期ケアの取り組み状況 あり 度数(%) なし 度数(%)  あり度数(%) なし 度数(%) χ
2検

定結果 有意確率

終末期ケア経験の有無  (未回答の26を除く)

終末期ケア指針の策定の有無(未回答の38を

除く)

地域医療連携加算取得の有無 (未回答の20を防

看取り介護加算取得の有無

終末期ケアの今後の取り組みの予定

282(59,7)

275(57.9)

389(81.6)

164(33.7)

333(71.9)

190(40.3)

200(42.1)

88(18.4)

323(66.3)

130(28.1)

325(48.1)

269(40.7)

325(48.0)

148(21.5)

368(54.8)

351(51.9)

392(59.3)

352(520)

539(78.5)

303(45.2)

15,18

32.76

133.48

21.49

33.85

料

器

料

耕

器

***:P<0.01



End― of‐Life Care for Dementia Patientsin Group Homes:

Coコnparison Betteen Facilities with and Without Nurses

in「Γheir Approaches and lssues

Abstract

The ottect市 e Ofthis study was to obtain infomation to help establish a system

for impleFnenting end― of―life care in group homes.

A questionnaire suⅣ ey was conducted in 4886 group homes,which、 vere

randonlly extracted among 9785 group homcs nationwidc.A total ofl174 group homes

responded(the response rate:24,02%).Comparisons were made between group homes

wih and wihout nurses(n=487 and 687ぅ respectively)uSing a chi‐square test and Mann…

Whitney U testo When approaches to end― o←life care were compared,中 e group homes

with nurses had signiicantly FnOre expcrience in end― of‐ life care,receipt ofadditional

fees fbr coordinated FnediCine,receipt ofadditional fees for end oflife care,and

developme前 ofend… of― life care guidelines(p<0,001).The grOup homes wih nurses had

fewer issueさ and difficulties in end― oflife care regarding“ insufficient rnedical

knowledge and skills,"“difflculties in cooperation between nursing and caregi甑 ng sta軋 "

and“dittculties in developing end― of―life care guidelines"(p<0,001).

To provide end― of‐life care at group homes,the present study indicated the

irrlportance of experienced nurses in facilities to establish cooperation among healthcare,

nursing,and caregiving st岨再and tO develop guidelines fbr end― oflirも care.

Key wordsi group homes,cnd― of― life care,elderly with dementia


